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有明海・八代海の環境の保全、改善及び水産資源の回復等による漁業の振興に関する件

① 「陸域からの土砂供給、潮流・潮汐の変化などによる底質改善メカニズム」
に係る令和３年度調査結果と令和４年度取組み予定について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
【 環境立県推進課 】

② 海藻類の増養殖に関する取組みについて ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
【 水産研究センター 他 】

③ 上流から下流まで連携した海洋ごみ等対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
【 循環社会推進課 他 】

（２）報告

カレニア ミキモトイ赤潮による被害について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
【 水産振興課 】
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①「陸域からの土砂供給、潮流・潮汐の変化などによる

底質改善メカニズム」に係る

令和３年度調査結果と令和４年度取組み予定について
（環境立県推進課）
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（１）議題
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１ 抜本的な干潟等再生方策の検討について
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環境立県推進課

【これまでの調査結果・概要（H30～R2）】

 環境浄化能力に優れたアサリの資源回復は、水産資源としての価値にとどまらず、底質環境の改善にとっても重要。

 砂の供給がなければ、干潟は削られる傾向。干潟の維持には陸域からの砂の供給が不可欠。

熊本県議会有明海・八代海再生特別委員会調査報告書（令和２年２月１８日）

１ 抜本的な干潟等
再生方策の検討

陸域からの土砂供給や潮流・潮汐などによる泥土の堆積進行メカニズムの解明や
具体的な再生手順について、引き続き国に強く要望するとともに、県としても海域環
境に配慮しながら水産資源の回復を目標として、海域環境に影響を及ぼす硫化物
やヘドロの除去、泥質化の防止対策に向け主体的に取り組まれたい。

３ 再生に向けた
調査・研究の充実

有明海・八代海の再生に向けては、必要な対応を国に求めるとともに、本県として
も、海域環境の改善と水産資源の回復に向けて、以下の諸課題について、各部局
連携を図りながら、実効性のある調査・研究を推進されたい。

■ 陸域からの土砂供給、潮流・潮汐の変化などによる底質改善メカニズム
■ 栄養塩等と水産資源の関係
■ 赤潮発生の原因究明と対策技術の開発
■ 海水温上昇に伴う海域環境等への影響 等

解決の糸口や国の取組みの後押しとなるよう、県でも底質改善に向けた調査・研究を実施

【参考】有明海・八代海総合調査評価委員会「中間とりまとめ」（R4.3.31）

⇒再生方策は示されず、多くの項目で更なる調査研究が必要。

今後の課題として、河川流域からの土砂等の流入物質の輸送・堆積過程（海底床高さ等）の解明などの

データの蓄積を図り、効果的かつ有効な取組の検討等に役立てていくことが重要とされている。
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⇒ アサリの着底等に適した粒径の基質を補うことでアサリが増殖することを確認

 粒径が大きい基質を補った網袋の中の方がアサリが増殖した地点は、
餌等は同じ環境下であることを考えると、網袋の外はアサリの着底・生育に
適した基質が不足している可能性大

・・・粒径が大きい基質の供給により、アサリの回復が期待

 緑川河口において、過去の調査からアサリ増殖の可能性が高い地点を
予測し、基質の供給によるアサリ増殖効果を検証（結果は右表）

環境立県推進課

⇒ 粒径が比較的大きい底質環境の方がアサリの生育に適している

・陸域からの砂供給（基質不足の解消）に向けた検討

・基質供給によるアサリ増殖効果が見込める場所の絞り込み

環境浄化能力が高いアサリの回復と底質改善に向け、大学等と連携し調査・研究を実施

【令和３年度】調査結果

調査① 底質と二枚貝（アサリ・ホトトギスガイ）の関係 ～過去データの解析～

 海底底質（海底土砂の粒径）の変化、ホトトギスガイの増減は、アサリの増減と因果関係があり、

 泥分が多い（粒径が小さく、堆積有機物が多い）底質環境ではアサリは減少する

これまでの調査結果を踏まえ、さらに（R4～）

調査② 着底・生育に適した基質を補うことによるアサリ増殖（試験）
R3網袋の基質

 過去調査からアサリ増殖効果を予測

調査期間中(4～9月)のアサリ個体数※

予測 １ ２ ３ ４
結果 １ ２ ２ ４

A地点 B地点 C地点 D地点

 A・B・C地点では
網袋の中でアサリが増殖
⇒外は基質不足の可能性大

２ 令和３年度調査結果及び令和４年度取組予定について

※月平均。㎡に換算。

A B   Ｃ Ｄ

環境立県推進課

＜参考＞10～20mmサイズの砕石を干潟に敷く実験から、「砕石には食害防止対策のみでなく、
アサリの流出防止対策や着底促進としての効果も有すると推測される」とする論文あり



２ 令和３年度調査結果及び令和４年度取組予定について
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環境立県推進課

 令和５年度以降は令和４年度調査により、効果が期待できる基質と地点を確認し、

網袋から面的に規模を拡大した実証を行う

 調査の成果等を活用し、陸域からの砂供給（上流の砂礫の覆砂への有効活用）や

覆砂の効率的な実施につなげていく

【今後の方向性】

【令和４年度】取組予定

●網袋を用い、河川上流の粒径が大きい砂礫を活用したアサリ増殖効果の
検証等を、大学・漁協等と連携して実施

緑川河口20か所に網袋を設置
（○：R3調査地点）

●河川上流から干潟への砂供給に向けて、国や関係者等

と検討を進める

R4網袋の基質
（上流の砂礫）

調査① 上流の砂礫の基質としての性能検証

 河川上流の砂礫がアサリの着底・生育に

適しているか実地検証

調査② 基質を供給する効果が高い適地の選定

 過去の調査を基に、アサリ増殖効果がより期待

できる地点を予測し、供給効果を実地検証

調査地点の様子

網袋
↓

面的施工
へ拡大

A

B

C D
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② 海藻類の増養殖に関する取組みについて

（水産振興課・漁港漁場整備課・水産研究センター）
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１ 県内の海藻類の特性や生産状況などの概要 水産振興課・漁港漁場整備課・水産研究センター
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【海藻類増養殖技術開発の必要性】
○ 漁業資源や漁獲量の減少、魚価の低迷、燃油・資材の高騰などにより、漁業所得が減少する中、海藻類漁業による

生産金額は、漁業者の漁家経営を支える重要な副収入源となっている。
また、藻場は魚介類の産卵・育成の場でもあり、海藻類の増養殖技術の開発は重要な取組みである。

漁業者

生産量の増加・漁業所得の増加

○主要海藻４種（ﾋﾄｴｸﾞｻ､ﾜｶﾒ､ﾋｼﾞｷ､ﾄｻｶﾉﾘ）等
の生産量は、海域環境の変化(高水温、低栄養
塩等)や植食性魚類の食害等の影響により減少
傾向にあることから、対策が必要

〇魚介類の産卵育成の場として重要な藻場につ
いて、海域環境の変化による影響把握と対策の
継続が必要

【課 題】

〇 近年の健康志向の高まりにより、国産海藻
の需要が増加。また、単価高騰により海藻
類増養殖研究のニーズも高まっている。

〇 増加傾向であった海藻４種などの生産が、
海域環境の変化や食害等により不安定化

水産研究センター

H31.3月、新たに

海藻研究施設を

整備し、海藻の

増養殖技術開発

を推進

海域環境の変化に対応した
海藻の増養殖技術開発

水産研究イノベ加速化事業と連携

食害対策
手法開発

品種改良等で
環境変化に対応

共通課題への対応

藻場の長期
的変遷把握

海藻増養殖
技術開発

藻場モニタ
リング・
取組支援

開発した技術の普及・種苗の大量生産

広域本部水産課・関係市町
・くまもと里海づくり協会
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図 主要海藻4種（ﾋﾄｴｸﾞｻ、ﾜｶﾒ、ﾋｼﾞｷ、ﾄｻｶﾉﾘ）

とｱｶﾓｸの過去11か年の生産量と生産金額の推移

生産量（ﾄﾝ）

生産金額（百万円）

【ヒトエグサ, ワカメ】

ﾋﾄｴｸﾞｻ養殖品種改良

高水温耐性な
ど品種改良、
人工採苗や大
量生産技術の
開発

【トサカノリ,ヒジキなど】

増殖手法開
発・指導、漁
業者と協働し
た取組

海藻の増養殖に関する研究

植食性魚類の
実態把握、対
策手法開発植食性魚類による食害

天然・養殖海藻の食害対策研究

海藻の遷移の
把握及び
藻場造成の取
組支援

藻場ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの様子

藻場ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・造成取組支援

トサカノリ水揚げ状況
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【海藻類増養殖の現状】 【事業体系】 【取組内容】
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環境立県推進課２ 海藻類の増養殖に関する研究① 水産研究センター

24,613 

11,362 

15,533 

36 

137 

48 

83 

34 

73 

32 

54 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

20

40

60

80

100

120

140

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

生
産
量
（
乾
燥
ｋ
ｇ
）

生
産
金
額
（
百
万
円
）

単
価
（
百
円/

乾
燥
ｋ
ｇ
）

生産量（乾燥㎏） 生産金額（百万円） 単価（百円/乾燥kg）

① 産地の異なる株の交配や選抜育種による、高水温耐性株の
作出

② 人工採苗網の作成枚数を増やすため、母藻からの種取りや
管理、養殖網への種付け作業の効率化

③ 養殖する上で重要なポイントは、養殖中と収穫後の管理で
あり、品質が維持できる管理方法を指導

① 高水温など、海域環境の変化に対応した株の作出

② 生産量増加に向けた、人工採苗網の量産化技術の確立

③ 無理しない生産能力及び生産規模で生産を行い、品質を維

持できる生産体制の確保

【課 題】

【現 状】

図 ヒトエグサ養殖の生産量、生産金額及び単価の推移

○ 平成30年以降、沖出し後の高水温や色落ちによる生長不良、

アオノリや病害の発生により、生産量及び生産金額の減少
が見られたものの、令和3年は回復の兆し

【取組内容】
【ヒトエグサ】
１ 養殖期間 ：11月～翌年5月

２ 主な養殖地域：大矢野町、龍ヶ岳町、御所浦町

五和町、苓北町、新和町、牛深町、水俣市

３ 養殖業者数 ：11経営体

４ 生産量・生産金額・単価：下図のとおり

生長した人工採苗網
（R4.3.3 天草市牛深町）

網高さを管理した人工採苗網
（R4.3.16 天草市苓北町）

① 高水温耐性株を作出し、現場での養殖試験が可能となった

② 人工採苗網を毎年500枚以上のレベルで生産可能となり、牛
深など新たな漁場でも生産が行われている

③ 網高さの管理等を徹底するよう指導した結果、品質の安定

や価格の向上に繋がった

【取組の成果】
人工採苗網の生産枚数の推移 人工採苗を行う養殖網
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３ 海藻類の増養殖に関する研究② 水産研究センター
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【ワカメ】
１ 養殖期間 ：11月～翌年4月
２ 主な養殖地域 ：大矢野町、五和町、深海町、新和町、

三角町
３ 養殖業者数 ：39経営体
４ 生産量・生産金額：下図のとおり

① 生産性が高く高品質なワカメの品種開発

② 養殖業者が人工採苗により作成した種糸の管理方法の指導

③ 植食性魚類の種類や摂食状況の把握と対策の検討

【課 題】

図 ワカメ養殖の生産量、生産金額、単価、経営体数の推移

○ 平成30年以降、食植性魚類の食害が一因とされる生産量及
び生産金額の急激な減少

〇 生産金額減少による経営悪化で令和3年は経営体数も減少

【現 状】

① 水産研究センター(以下｢水研｣)は、配偶体からの人工採苗
で高品質なワカメ種糸9種類、3,540メートルを作製できた

② 水研が作成したワカメ種糸を3地区9業者に配布し、養殖技
術指導を実施した結果、適正に育苗と養殖が行われている

③ クロダイ・アイゴの食害を確認、生態等の知見も得られた

【取組の成果】

人工採苗し、沖出し後の
養殖試験

人工採苗し、養殖したワカメ
の葉体

【取組内容】
① 葉やメカブが大きく柔らかいなど、生産性や品質の高いワ

カメの品種作出と、人工採苗と養殖試験

② 漁業者が採苗・育成した種糸について、生育状況に応じた
管理（水温,調光,水替え,施肥）や沖出し時期などの指導

③ 水中撮影等による食害生物の生態把握

① 種糸の管理方法等の指導
② 人工採苗した種糸の幼体

沖出し直後、ワカメ種糸の幼芽
を摂食するクロダイ、アイゴ

①

②
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４ 藻場モニタリング・藻場造成の取組支援 漁港漁場整備課・水産研究センター
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【ソフト対策】食害・競合生物対策（防止・駆除）-競合種(ウミアザミ)の駆除-

【現 状】

図1 過去21カ年の海藻湿重量（kg/m2）の推移

図2 過去21カ年の海藻種数（種）の推移

駆除した場所にスポア
バック（母藻入り）投入

スポアバック

モニタリングの継続
スポアバックを投入した
海域（藻場再生中）

ウミアザミを駆除した海域に
藻場再生中

枠取り試験

ウミアザミ

熊本八代地区計画
期間：H30～R7年度
着底基質工：4ha

食害生物⇒藻類摂食土砂流入⇒環境悪化
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【取組内容】

熊本天草地区計画
期間：R2～R6年度
着定基質工：7ha

県は、藻場の現状と減少要因の把握に努めるとともに、漁場整備計画を作成

し、長期的な漁場整備計画に基づき藻場再生を図る。また、漁業者による藻場

造成の取組を支援し、その効果を把握する。

遮光シートを被せた部分
（右）は駆除に成功

ウミアザミに覆われ海藻
が繁茂できない状況

ウミアザミに遮光シート
を被せて駆除

遮光シートを
被せた場所

遮光シートウミアザミ 遮光シートを
被せない場所

駆除に成功

大型藻類の減少と低層性藻類の増加は、
魚の食圧と海藻生育のバランスの崩壊を懸念

【ハード整備】〇 生息環境の改善（着底基質の設置）

【課 題】
○ 土砂流入等による環境悪化 ⇒ 藻場喪失

○ 食害･競合生物による食害等 ⇒ 藻場喪失

芦北町

津奈木町

水俣市

天草市



５ 天然・養殖海藻の食害対策研究 水産研究センター
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① 地区毎の詳細な食害実態の把握

② 低コストかつ簡易な管理で効果的な食害防止
技術と植食性魚類の駆除技術の開発

③ 開発した技術の普及と効果の検証

【課 題】

【現 状】

沖出し直後、ワカメの
種糸の幼芽を摂食する

アイゴ

沖出し直後、ワカメの
種糸の幼芽を摂食する
クロダイ、アイゴ

植食性魚類に摂食された沖出し直後のワカメ幼芽

熊本高等専門学校と
実施した食害防止試験

○ ワカメ種糸の幼芽を、植食性魚類が摂食する
ため、養殖ワカメの収穫量が大幅に減少

電極

食害防止を目的に
試験的に設置した籠

籠の中に、アカモクの幼体
が付いた基盤を設置

漁業者が参加した食害
防止に関する勉強会

食害防止を目的に
設置した囲い網

電極

【取組内容】

電極 電極

カメラ

植食性魚類を確認する
ため水中カメラを設置

採食痕

採食痕

養殖用ロープに電気刺
激を発する電極を設置

① 熊本高等専門学校と水研が共同で、ワカメ養殖業者の協力のもと、
養殖場において電気刺激による食害防止試験を開始することができた。

② 食害防止を目的に籠や囲い網を設置し、植食性魚類からの食害を防止で
きた。また、より安価で効率的な食害防止策の必要性も明確になった

③ 食害対策の勉強会を開催し、防止技術や駆除技術の普及が図られた

【取組の成果】

① 電気刺激を発する電極を養殖用ロープに設置し、食害防止試験を実施

囲い網

② 籠や囲い網による植食性魚類からの食害防止 ③ 食害対策の勉強会



６ 今後の方向性について 水産振興課・漁港漁場整備課・水産研究センター

【今後の方向性】

○ 海藻類の増養殖技術の開発については、以下の項目について、

更なる発展を目指し、調査・研究を継続する

① 高水温耐性など品種改良、人工採苗や大量生産技術の開発

選抜・作出した品種の確立、量産化技術の確立、民間等への技術の普及

② 藻場モニタリング・藻場造成の取組み支援

モニタリングの継続、技術の普及、効果の検証、継続した支援体制の確保

③ 植食性魚類による食害等の対策手法開発

食害実態の把握、対策手法の確立
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③上流から下流まで連携した海洋ごみ等対策の推進
（循環社会推進課・漁港漁場整備課・農地整備課・

河川課・港湾課・環境立県推進課）
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①漂流ごみの回収・処分
・漁業活動の支障となっている漂流ごみ及び海底ごみの回収・処分を、
熊本県漁連に委託。
8月末までに、約144トンの自然ごみ（流木・木くず）やプラスチックごみ
を回収。

・漂流ごみの漁場への流入を防止するため、漂流物対策フェンスを新たに
260m設置し、総延長2,550mの維持管理を実施。

②海岸の漂着ごみの回収・処分
・本年7月の豪雨等による海岸漂着物2,689m3（有明海沿岸2,421m3、
八代海沿岸201m3、 天草西沿岸67m3）を8月から回収中。

【参考】海岸等の一斉清掃の取組み

１ 海洋ごみ対策
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漁港漁場整備課・農地整備課・河川課・港湾課・循環社会推進課・環境立県推進課

くまもと・みんなの川と海づくりデー
海岸の漂着ごみ

（荒尾海岸 令和4年7月撮影）

漂流物対策ﾌｪﾝｽ
(白川河口域 令和4年7月撮影)

・県内各地で、河川や海岸の一斉清掃活動を実施。
実施市町村数：12市町村 参加者数：26,318人（ R4.8 月末現在）
・当初、実施計画していた自治体のうち、6市町村が新型コロナウイルスの感染拡大
に伴い中止。
※８月２１日に予定していた、メイン会場（長洲町長洲港海岸）も中止。

【今後の方向性】

コロナ禍での実施方法や、感染症対策等の取組みを、各市町村と情報共有し、実施
に向けて働きかけを行う。

清掃活動の様子（芦北町）



・台風14号で発生した漂流・漂着ごみを関係機関と連携し、迅速に回収・処分する。
・今後も大雨等により漂流・漂着ごみが発生することが懸念されるため、関係機関と引き続き連携し適時適切に対応する。

＜今後の方向性＞

（２）国による回収
9月20日から、国土交通省が海洋環境整備船「海煌」、「海輝」で回収中。

（１）漁業者との連携による回収
9月20日から熊本県漁連と連携し回収中。

◇船舶の航行の安全確保や漁業への影響回避のため、海域の漂流ごみを国、県、漁業者が連携し回収中
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◇海岸保全施設及び漁港・港湾等の機能保全・回復等のため、 海岸・漁港・港湾の各管理者において回収中

＜漂着ごみへの対応状況＞

・海岸、漁港、港湾の漂着物を、各管理者（県・市）が9月22日から順次、回収に着手。
・南川、前川、球磨川の漂着物を、国交省が9月21日から回収中。

③台風14号に係る海洋ごみへの対応状況

・八代海の球磨川河口域周辺などに、ヨシや木くずを中心に一部流木等の流入を確認。
・海域漂流・海岸漂着物の量は、海岸等の各管理者が調査・集計作業中。
※9月21日現在概況：有明海 約100m3、八代海約2,000 m３

R4.9.20 
海煌による回収

（八代海：球磨川沖）

（R4.9.20 金剛海岸：八代市）

＜漂流ごみへの対応状況＞

＜海洋ごみの発生状況＞

（R4.9.20 洲口海岸：八代市） （R4.9.19 八代港）

農地海岸

漁港海岸

漁港施設

建設海岸

港湾海岸

港湾施設

漂着物位置図

金剛海岸

洲口海岸

八代港

R4.9.22
港湾管理者
による回収
（八代港）
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２ 海洋プラスチックごみ対策

【現状・課題】
・海洋プラスチックごみの多くは、陸域から河川や水路を介して海洋へ流出
⇒ 河川や海洋に流出して散らばる前の効率的なごみ回収が必要

・海域に漂着したプラスチックごみには、消費者、農業、漁業由来のプラスチックごみが多い
⇒ 発生源に応じた流出防止策により、廃プラスチックを環境中に放出しないことが必要

・プラスチックをリサイクルできる体制整備が必要
⇒ 市町村での分別回収、リサイクルを一層促進 ※「プラスチック資源循環促進法」施行（R4.4月）

【取組みの方向性（３本柱）】
①回収
陸域及び海域での回収を強化

②排出抑制
発生源に応じたポイ捨て防止等の啓発強化
農業・漁業資材等の海洋への流出防止
プラスチック代替製品の活用促進 等

③リサイクル
分別回収、リサイクルに係る市町村等の取組みを支援 「くまもと海洋プラスチックごみ『ゼロ』推進会議」の提言

（ R2年2月）を踏まえ、市町村、関係団体と連携して
「回収」、「排出抑制」、「リサイクル」の取組みを推進
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循環社会推進課
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【回収の取組み】

◎ 陸域及び海域での回収強化

・沿岸市町による海洋ごみの回収・処分や、発生抑制対策
（啓発看板設置等）に対する補助。
R4年度は5市4町に交付決定。

・漁業者やボランティアが持ち帰った海洋ごみの処理費用
に対して補助を実施。R4年度は2市2町に交付決定。

【今後の方向性】 国に対して回収・処理等に係る予算確保について引き続き要望していく。

【排出抑制の取組み】

◎ 発生源に応じた啓発・流出防止対策

・農業団体・漁業団体との連携による資材等（農業用フィル
ム、漁網等）の管理状況を巡回。また、啓発のための
チラシを配布中。

チラシを作成し、巡回に併せて配布農業用フィルム 漁網

回収された海洋ごみ 啓発看板



-21-

・商工団体と連携し、プラスチック代替製品への切替等に取り組む飲食店や小売店等の情報を
ＷＥＢやチラシ、各団体の広報誌等により発信。

・河川周辺を中心に、ドローンや車載カメラ等を活用した陸域ごみの実態調査を実施。

【今後の方向性】 プラスチックごみの海洋への排出抑制を図るため、
各関係団体との連携による更なる周知啓発等に取
り組む。

【リサイクルの取組み】

◎ 分別回収に向けた市町村支援
・市町村によるプラスチックごみのリサイクル等の試行的な取組み
を支援。

・市町村、一部事務組合及び広域連合を対象とした、プラスチック
資源循環促進法に関する説明会を国と共同で開催。

◎ リサイクル製品等利活用への支援
・県の認証によるリサイクル製品の普及啓発と利用促進。

・リサイクル等を通じ廃棄物の抑制につながる研究・技術開発、施設
整備への補助。

リサイクル認証製品をＰＲするパンフレット

【今後の方向性】 廃棄物のリサイクルを促進するため、プラスチックごみ分別回収未実施市町村に対する助言
や支援等を行うとともに、プラスチック資源循環促進法やリサイクル認証製品等について、更な
る周知を図る。

市町村により分別回収されたプラスチック
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カレニア ミキモトイ赤潮による被害について
（水産振興課）

-23-

（２）報告
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カレニアミキモトイ赤潮による被害について
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水産振興課

１ 発生及び被害状況

（１）カレニア赤潮の発生状況について
7月27日：天草市御所浦町地先で、警報発令基準値

（海水1ml当たり1,000細胞以上）を超えるカレ

ニアを確認。八代海に赤潮警報を発令。

8月 8日：八代海の広範囲で着色。津奈木町から被害

発生の第一報あり。

8月12日：上天草市からも被害発生の第一報あり。

8月15日：天草市新和町及び深海町地先で海水1ml当たり200,000細胞以上を確認。

天草市志柿地先で、警報発令基準値を超えるカレニアを確認。

有明海に赤潮警報を発令。

8月31日：8月29～30日の調査でカレニアの細胞数が警報解除基準値（海水1ml当たり

100細胞未満）に達したため、赤潮警報を解除。

9月7日：八代海の調査でカレニアの細胞は、確認されなかった。

9月8日：有明海の調査でカレニアが1細胞/ml確認された。

海域における赤潮状況

（２）赤潮発生密度の時系列推移について
・大築島北では、8月12日以降、御所浦南東沖及び楠浦湾では、8月

17日以降、宮野河内湾南部及び浅海湾奥では、8月19日以降、姫戸
沖及び樋島南沖では、8月22日以降、注意報発令基準値（海水1ml当
たり100細胞）未満に低下。
・ 大矢野町地先及び島子地先では、8月30日に注意報発令基準値未満
に低下。

【 トピックス １ 】 カレニア ミキモトイとは

図１ カレニア発生状況

（１）特徴
ア 赤潮による着色は、密度が濃くなるに伴い黄褐色
から茶褐色となる。単細胞生物の植物プランクトン。
イ 細胞が扁平で、ひらひらと回転しながら遊泳する。
ウ 昼間は海面に、夜間は海底に移動。表層で赤潮を
形成する前に、中層（5～10ｍ水深）で増殖することが
多い。
エ 発生の水温帯が広く、発生期間が長期間（2週間～

1カ月）になることが多い（長期間の餌止めが必要にな
りやすい）。

（２）大きさ 長さ0.018～0.036mm、幅0.014～0.036mm
（３）増殖しやすい環境 水温10～30℃（最適25℃）、塩分15～30（最適25）

主に夏に発生するが、稀に冬の低水温期にも発生。

7月27日 9 400 660 65 0 - - - -

8月1日 2,200 2,700 - - 200 - - - -

8月5日 1,400 6,300 3,600 800 8,300 6,500 6,500 - -

8月7日 19,000 60,000 15,000 62 2,000 - - - -

8月8日 - - - - - 3,000 500 - -

8月9日 2,300 6,200 3,800 2,700 2,200 - - - -

8月12日 6 55,000 6,100 13,000 12,000 100,000 30,000 - -

8月15日 5 72 7,200 1,300 3,700 200,000 200,000 5 7,400

8月17日 2 770 1,700 5 24 100 5,625 18 320

8月19日 59 400 580 0 3 0 0 9,600 9,100

8月22日 9 0 0 3 0 - - 34,000 29,000

8月24日 0 0 0 0 0 - - 3,700 130

8月30日 0 0 1 0 0 - - 0 1

9月7日 0 0 0 0 0 - - - -

天草市

島子地先

上天草市

大矢野町地先

天草市

浅海湾奥

天草市

宮野河内湾

天草市

楠浦湾中央

天草市

御所浦南東沖

上天草市

樋島南沖

上天草市

姫戸沖

八代市

大築島北
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カレニアミキモトイ赤潮による被害について 水産振興課

１ 発生及び被害状況

（３）被害状況について（9月8日現在）
県合計 被害数量：（魚類）2,148千尾、（貝類）768千個

被害額：（魚類）1,925百万円、（貝類）調査中

・ 被害数量（速報値） （単位：魚類は千尾、ｱｺﾔｶﾞｲ等は千個）

養殖場の被害状況
（津奈木町）

養殖場の被害状況
（上天草市）

・ 被害額（速報値） （単位：千円）

今回（9/8までの累計）

天然/養殖 養殖魚介類 天然魚介類

魚種 ﾄﾗﾌｸﾞ ﾏﾀﾞｲ ﾌﾞﾘ ｼﾏｱｼﾞ ｶﾝﾊﾟﾁ その他
魚類

小計

ｱｺﾔｶﾞｲ等

貝類

養殖

小計

ｶﾝﾊﾟﾁ、

ﾌﾞﾘ等

芦北町 188,400 - - - - - 188,400 調査中 188,400 775 189,175

津奈木町 300,000 36,810 - 11,200 - 12,800 360,810 調査中 360,810 - 360,810

上天草市 29,624 99,280 - 13,500 109,350 18,043 269,796 調査中 269,796 - 269,796

天草市 142,125 244,069 36,773 500,246 130,478 52,023 1,105,712 調査中 1,105,712 - 1,105,712

小計 660,149 380,159 36,773 524,946 239,828 82,865 1,924,719 調査中 1,924,719 775 1,925,493

合計

２ これまでの対応

（１）赤潮情報の発信について

・赤潮調査の頻度を上げて、警報発令日7月27

日から8月31日の間に、随時、調査を実施した。

・調査中に、船上検鏡を実施し、調査時間を短

縮し、SNSを活用して船上から情報発信し関係

者間で即時共有。

・熊本県、鹿児島県及び両県漁業者間の赤潮情報の共有により、カレニ

ア赤潮の動向に対し、迅速に情報提供を行った。

新漁業調査船「ひのくに」

（２）被害軽減に向けた取組み

・8月3日～24日に、濃密な赤潮が発生した八代海

の各養殖漁場で、初期対策として粘土等の散布

を行った（粘土：約41トン、焼きミョウバン：約4トン、

粘土と焼きミョウバンの混合品：5トン）。

・発生した赤潮の規模及び期間に比例して、平成22年度以降で最大の散布量と

なった。

・県南広域本部水産課では、被害を受けた漁業者へ巡回して、粘土散布の指導

の他、個別訪問による被害状況の確認やへい死魚処分法の指導などを行った。

（３）対策本部の設置について

・ 8月8日に、赤潮による養殖魚のへい死被害が発生したため、即日、「水産関係

危機管理対策本部」を設置し、これまで6回の対策本部会議を開催した。

・対策本部では、赤潮発生、粘土散布、漁業被害及びへい死魚処理状況等を把

握するとともに、赤潮監視体制を強化し、漁業者等への注意喚起を行った。
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２ これまでの対応

（４）へい死魚処理に係る取組み

・上天草市及び天草市で発生したへい死魚は、長

崎漁港水産加工団地協同組合へ9月5日まで

に搬出を完了し、肥料原料として再利用される。

・芦北町及び津奈木町で発生したへい死魚は、8月

25日までに搬出を完了し、芦北町内で堆肥化され、

再利用される。
県が支援したコンテナを活用した
へい死魚の集積状況（栖本町）

（５）相談窓口の設置及び漁業団体の要望活動について

・8月17日に、被害を受けられた方々からの様々な相談に対応できるよう、 ワンス

トップ相談窓口を設置した。

・相談件数 7件（令和4年9月21日現在）

・相談内容 ア） へい死魚の処理に関すること・・・・・・・・・・3件

イ） 金融支援、養殖技術の指導・・・・・・・・・・・・4件

・9月8日に県海水養殖漁協及び熊本大分真珠養殖漁協から、9月14日に関係4市

町から要望書の提出があり、意見交換を実施。主な要望は以下のとおり。

・中間魚の導入や、へい死魚処理等への支援 ・養殖共済制度の改善･見直し など

【 トピックス ２ 】平成元年以降の赤潮による主な被害状況
年 原因赤潮 被害額（百万円） 被害数（千尾・千個） 主な被害魚種 

H2 シャットネラ １，０５４ ８７２ ブリ、マダイ 

H12 

コックロディニウ

ム、カレニア、シャ

ットネラ 

４，０１４ ３，１１５ 
ブリ、カンパチ、シマアジ、トラ

フグ、アワビ 

H14 ヘテロカプサ ９１ １，６５１ アコヤガイ 

H15 シャットネラ ６１９ ４１２ ブリ、トラフグ、カンパチ 

H21 シャットネラ ８７０ ６２１ ブリ、カンパチ、シマアジ 

H22 シャットネラ １，５９５ １，０８１ ブリ、カンパチ、シマアジ 

H27 
カニレア、 

シャットネラ 
３１ ８０ 

ブリ、マダイ、シマアジ、カンパ

チ、マガキ、アワビ、天然魚介類 

H28 シャットネラ ２１０ ７１ ブリ、カンパチ、シマアジ 

H29 シャットネラ ８ ３ ブリ 

R1 シャットネラ ２ ２ カンパチ、シマアジ 

R3 シャットネラ ９１ ６５ シマアジ 

 

３ 今後の対応

・ 今回の赤潮被害は、養殖漁業全体に甚大な被害を及ぼしたが、養殖業はコロナ

禍、飼料・資材高騰の影響など厳しい状況にあり、漁業者の経営努力と共済制度

の枠組みだけで乗り越えるのは困難が伴う。そこで、関係市町と連携し速やかに

支援策を実施できるよう、今定例会に、養殖業者の早期事業再開等に向けた支

援のための予算を追加提案している。

赤潮被害経営再建緊急支援事業 (予算額1億40百万円)新


